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議案第２１号 

 

   令和７年度新座市公共下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和７年度新座市公共下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 ⑴ 処理区域内人口             １６１，０００ 人 

 ⑵ 年間処理水量           １６，０００，０００ ㎥ 

 ⑶ １日平均処理水量             ４３，８３６ ㎥ 

 ⑷ 主要な建設改良事業  事業費      ６５７，６６３ 千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 

 第１款 下水道事業収益           ３，５７５，６８２ 千円 

  第１項 営 業 収 益          ２，３６９，４７０ 千円 

  第２項 営 業 外 収 益          １，２０６，２１１ 千円 

第３項 特 別 利 益                  １ 千円 

支   出 

 第１款 下水道事業費用           ３，４６０，２４５ 千円 

  第１項 営 業 費 用          ３，２６０，５７４ 千円 

  第２項 営 業 外 費 用            １７８，６７１ 千円 

  第３項 特 別 損 失              １，０００ 千円 

  第４項 予 備 費             ２０，０００ 千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額１，３６０，１１１千円は、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額１０９，６３０千円、過年度分損益勘定留保資

金８２７，２９１千円、当年度分損益勘定留保資金２００，７１８千円及び減

債積立金２２２，４７２千円で補塡するものとする。）。 

収   入 

 第１款 資 本 的 収 入             ７８７，０３３ 千円 

  第１項 企  業  債            ６８２，２００ 千円 
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  第２項 補  助  金             ６７，５００ 千円 

  第３項 出  資  金             ３０，４６３ 千円 

  第４項 負  担  金              ６，７４９ 千円 

  第５項 分  担  金                １２０ 千円 

  第６項 その他資本的収入                  １ 千円 

支   出 

 第１款 資 本 的 支 出           ２，１４７，１４４ 千円 

  第１項 建 設 改 良 費          １，３４９，９８０ 千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金            ７８６，６６４ 千円 

  第３項 長 期 貸 付 金                ５００ 千円 

  第４項 予  備  費             １０，０００ 千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

公共下水道事業 ４８８，６００ 

普通貸借又  
は証券発行  

５．０％
以内 

借入先の融資条件に
よる。ただし、財政
上の都合により、据
置期間若しくは償還
期間を短縮し、繰上
償還し、又は低利債
に借り換えることが
できる。 

流域下水道事業 １９３，６００ 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、６００，０００千円と定める。  

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。 

 ⑴ 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用 

 ⑵ 建設改良費及び企業債償還金の間の流用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決

を経なければならない。 

職員給与費             １３４，３１７ 千円 
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  令和７年２月２１日提出 

 

 

                   新座市長 並 木  傑       



（単位：千円）

備　考

1 下水道事業収益 3,575,682

1 営 業 収 益 2,369,470

1 下 水 道 使 用 料 1,533,359

2 他 会 計 負 担 金 832,986

3 そ の 他 営 業 収 益 3,125

2 営 業 外 収 益 1,206,211

1 受取利息及び配当金 1,415

2 他 会 計 負 担 金 6,201

3 長 期 前 受 金 戻 入 1,198,535

4 雑 収 益 60

3 特 別 利 益 1

1 過年度損益修正益 1

予算に関する説明書

令和７年度新座市公共下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 予  定  額
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備　考

1 下水道事業費用 3,460,245

1 営 業 費 用 3,260,574

1 汚 水 管 渠 費 128,582

2 雨 水 管 渠 費 125,710

3 水 洗 化 普 及 費 113

4 業 務 費 106,322

5 総 係 費 87,439

6
流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金 674,846

7 減 価 償 却 費 2,137,552

8 資 産 減 耗 費 10

2 営 業 外 費 用 178,671

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 141,171

2 消費税及び地方消費税 37,500

3 特 別 損 失 1,000

1 過年度損益修正損 1,000

4 予 備 費 20,000

1 予 備 費 20,000

支　　　出

款 項 目 予  定  額
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備　考

1 資 本 的 収 入 787,033

1 企 業 債 682,200

1 企 業 債 682,200

2 補 助 金 67,500

1 国 庫 補 助 金 67,500

3 出 資 金 30,463

1 他 会 計 出 資 金 30,463

4 負 担 金 6,749

1 受 益 者 負 担 金 6,749

5 分 担 金 120

1 分 担 金 120

6 その他資本的収入 1

1 その他資本的収入 1

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 予  定  額
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備　考

1 資 本 的 支 出 2,147,144

1 建 設 改 良 費 1,349,980

1 汚 水 管 渠 整 備 費 382,163

2 雨 水 管 渠 整 備 費 487,000

3
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金 193,619

4
雨水排水ポンプ場等
整 備 負 担 金 184,438

5 建 設 総 係 費 102,260

6 固 定 資 産 購 入 費 500

2 企 業 債 償 還 金 786,664

1 企 業 債 償 還 金 786,664

3 長 期 貸 付 金 500

1 長 期 貸 付 金 500

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

款 項 目 予  定  額

支　　　出
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（単位：円）

１

108,052,594

2,137,552,000

10,000

△ 37,000

426,000

43,000

△ 1,198,535,000

141,171,000

△ 1,415,000

14,425,027

28,187,803

△ 6,116,420

1,223,764,004

1,415,000

△ 141,171,000

1,084,008,004

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 917,681,772

△ 343,688,342

67,500,000

6,870,000

△ 500,000

△ 1,187,500,114

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

710,400,000

△ 786,663,339

30,463,000

△ 45,800,339

△ 149,292,449

725,186,015

575,893,566

令和７年度新座市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー

当 年 度 純 利 益 （ △ は 純 損 失 ）

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 費

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長 期 前 受 金 戻 入 額

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

資本的収入に係る特定収入の消費税額

小 計

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 の 支 払 額

業務活動によるキャッシュ・フロー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

国 庫 補 助 金 に よ る 収 入

受益者負担金及び分担金による収入

水洗便所改造資金の貸付けによる支出

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高

投資活動によるキャッシュ・フロー

企 業 債 に よ る 収 入

企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

一 般 会 計 か ら の 出 資 に よ る 収 入

財務活動によるキャッシュ・フロー
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　１　総括 〔 （　）内は短時間勤務職員（外書き） 〕

一般職 報　酬 給　料 手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(     4)

    16

(     4)

     16

(  △ 0)

     0

管理職手当 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

超過勤務
手　　当

管理職員特
別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,620 876 6,228 1,620 938 84 3,004 36

1,080 954 6,039 1,470 924 84 2,473 18

手当等 540 △ 78 189 150 14 0 531 18

の内訳 期末手当 勤勉手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

16,598 13,794 960

15,276 12,672 840

1,322 1,122 120 0 0比　　　較

前　年　度

比　　　較

区　　　分

本　年　度

前　年　度

△ 103 7,104

区　　　分

本　年　度

0

5
比　　　較 1,859 1,420 3,928 7,207

20,438 127,213

8,454 59,770 45,758 113,982
5

20,335 134,317

前　年　度 6,595 58,350 41,830 106,775

本　年　度

給　与　費　明　細　書

区　　　分

職員数 給　　　与　　　費 法  定
福利費

合　計 備考
特別職

（人）
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　２　給料及び手当等の増減額の明細

　３　給料及び手当の状況

　　⑴　職員１人当たり給与

　　⑵　初任給

平均給与月額　（円） 358,951

平  均  年  齢　（歳） 36.9

大　　　学　　　卒 225,600 220,000

高　　　校　　　卒 194,500 188,000

区　　　　　　　　分   一般行政職 （円）   技能労務職 （円）
国　　　の　　　制　　　度

  一般行政職 （円）   技能労務職 （円）

区　　　　　　　　分 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

令和５年１１月１日現在

平均給料月額　（円） 301,321

平均給与月額　（円） 355,841

平  均  年  齢　（歳） 37.3

令和６年１１月１日現在

平均給料月額　（円） 310,780

1,092千円
241千円
237千円

 その他の増
 減分

2,358
　昇給に伴う増
  職員構成の変動等に伴う増

623千円
1,735千円

手当等 3,928

 制度改正に
 伴う増減分

1,570
　給与改定に伴う増
　期末手当の支給割合変更に伴う増
　勤勉手当の支給割合変更に伴う増

 その他の増
 減分

△ 1,944 　職員構成の変動等に伴う減

給　料 1,420

 給与改定に
 伴う増減分

2,170 　１人平均　11,302円　3.72％の引上げ

 昇給に伴う
 増加分

1,194 　１人平均　6,219円　2.05％の増

区　分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説　　　　　　　　明 備考
（千円） （千円）
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　　⑶　級別職員数 〔 （　）内は短時間勤務職員（外書き） 〕

( ) ( ) ( ) ( )

0.0

( ) ( ) ( ) ( )

4 26.6

( ) ( ) ( ) ( )

4 26.7

( ) ( ) ( ) ( )

4 26.7

( ) ( ) ( ) ( )

2 13.3

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

1 6.7

( ) ( ) ( ) ( )

0.0

( 0 ) ( 0.0 ) ( 0 ) ( 0.0 )

15 100.0 0 0.0

( ) ( ) ( ) ( )

0.0

( ) ( ) ( ) ( )

5 33.3

( 1 ) ( 100.0 ) ( ) ( )

4 26.6

( ) ( 0.0 ) ( ) ( )

4 26.7

( ) ( 0.0 ) ( ) ( )

1 6.7

( ) ( ) ( ) ( )

1 6.7

( ) ( ) ( ) ( )

0.0

( ) ( ) ( ) ( )

0.0

( 1 ) ( 100.0 ) ( 0 ) ( 0.0 )

15 100.0 0 0.0

　　　（級別の基準となる職務）

８　級

副課長

計 計

５　級

３　級

令和６年１１月１日現在

１　級 １　級

２　級 ２　級

３　級 ３　級

４　級

５　級

計 計

６　級

７　級

一　般　行　政　職 主事補 主　事 主  任 係　長 課　長 副部長 部　長

６　級 ７　級 ８　級区　　　　　　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級

令和５年１１月１日現在

１　級

７　級

８　級

５　級

４　級

６　級

１　級

２　級 ２　級

３　級

区　　　　　　　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）
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　　⑷　昇給

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

（人） 16 16

（人） 16 16

２号給 （人）

４号給 （人） 15 15

　号 給 数 別 内 訳 ６号給 （人）

８号給 （人） 1 1

　号給 （人）

（％） 100.0 100.0

（人） 16 16

（人） 16 16

２号給 （人）

４号給 （人） 16 16

　号 給 数 別 内 訳 ６号給 （人）

８号給 （人）

　号給 （人）

（％） 100.0 100.0

前
　
　
年
　
　
度

　職　　　　　　　員　　　　　　　数 　（Ａ）

  昇   給   に   係   る   職   員   数（Ｂ）    

　比　　　　　　　　　　率　  （Ｂ）／（Ａ）

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計
代 　表 　的　 な 　職　 種

本
　
　
年
　
　
度

　職 　 　 　 　 　員 　 　 　 　 　数　（Ａ）

  昇 　給 　に 　係 　る 　職   員 　数 （Ｂ）    

　比　　　　　　　　　　率　  （Ｂ）／（Ａ）
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　　⑸　特殊勤務手当

　　⑹　期末手当・勤勉手当 〔 （　）内は再任用職員の標準的な支給率 〕

　　⑺　地域手当

　　⑻　その他の手当

国の制度
との異同

国 新座市

　配偶者 一般行政職（１級～７級）・技能労務職 3,000円

－

11,500円

同

　交通機関利用者

　交通用具利用者 2,000円

4,200円

7,100円

10,000円

12,900円

15,800円

18,700円

21,600円

24,400円

26,200円

28,000円

29,800円

31,600円

50㎞～55㎞未満

55㎞～60㎞未満

60㎞～

通　勤　手　当 異

　限度額　150,000円 限度額なし。ただし、

2㎞未満は支給しない。

2㎞～5㎞未満 2㎞～3㎞未満は2,000

35㎞～40㎞未満

40㎞～45㎞未満

45㎞～50㎞未満

住　居　手　当

10㎞～15㎞未満 り550円を加算する。

15㎞～20㎞未満

20㎞～25㎞未満

25㎞～30㎞未満

円、3㎞以上は1㎞当た

30㎞～35㎞未満

5㎞～10㎞未満

国  の  制  度
(1.200) (1.200) (2.400)

有
2.300 2.300 4.600

支 給 対 象 地 域 支給率（％） 支給対象職員数（人）
国 の 指 定 基 準 に
基づく支給率（％）

全　　地　　域 10 16 8

区　　　　　分 差　　　異　　　の　　　内　　　容

前　　年　　度
(1.175) (1.175) (2.350)

有
2.250 2.250 4.500

本　　年　　度
(1.200) (1.200) (2.400)

有
2.300 2.300 4.600

 代表的な特殊勤務手当の名称 特殊現場作業手当

区　　　分
支　給　期　別　支　給　率 支　給　率　計 職制 上の 段階 、職 務の

備　考
６月  （月分） １２月 （月分） （月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

扶　養　手　当 一般行政職（８級）

　子（１人当たり）

異

6,500円

3,500円

10,000円

区　　　　　　分 全　　　職　　　種
代 　表 　的　 な 　職　 種

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

 給料総額に対する比率（％） 0.1 0.1

 支給対象職員の比率　（％）
 (令和６年１１月１日現在)

80.0 80.0

 支給対象職員１人当たり
 平均支給月額　　　　（円）

538 538
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（単位：円）

1

(1) 下 水 道 使 用 料 1,386,831,735

(2) 他 会 計 負 担 金 789,443,000

(3) そ の 他 営 業 収 益 55,000 2,176,329,735

2

(1) 汚 水 管 渠 費 79,283,054

(2) 雨 水 管 渠 費 106,184,073

(3) 水 洗 化 普 及 費 113,000

(4) 業 務 費 87,400,053

(5) 総 係 費 76,782,904

(6) 流域下水道維持管理負担金 518,181,819

(7) 減 価 償 却 費 2,129,565,000

(8) 資 産 減 耗 費 10,000 2,997,519,903

821,190,168

3

(1) 受取利息及び配当金 338,000

(2) 他 会 計 負 担 金 6,415,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 1,203,677,000

(4) 雑 収 益 65,891 1,210,495,891

4

(1) 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 145,925,000 145,925,000 1,064,570,891

243,380,723

5

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 910 910

6

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 909,091 909,091 △ 908,181

7

(1) 予 備 費 20,000,000 20,000,000 △ 20,000,000

222,472,542

0

325,347,906

547,820,448

令和６年度新座市公共下水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

予 備 費

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額
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（単位：円）

1

(1)

イ 土 地 37,448,744

ロ 構 築 物 57,047,747,688

構築物減価償却累計額 △ 10,096,406,151 46,951,341,537

ハ 機 械 及 び 装 置 56,820,576
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額 △ 11,438,545 45,382,031

ニ 車 両 及 び 運 搬 具 3,993,043
車 両 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,109,546 1,883,497

ホ 工具、器具及び備品 5,045,838
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額 △ 185,744 4,860,094

ヘ 建 設 仮 勘 定 86,728,320

47,127,644,223

(2)

イ 施 設 利 用 権 3,462,054,171

ロ その他無形固定資産 73,777,838

3,535,832,009

(3)

イ 長 期 貸 付 金 500,000

ロ 預 託 金 521,980

1,021,980

50,664,498,212

2

(1) 725,186,015

(2) 379,731,087

△ 733,000 378,998,087

(3) 12,500,000

(4) 200,000

1,116,884,102

51,781,382,314

令和６年度新座市公共下水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 資 産

投資その他資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金
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3

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 11,049,407,799 11,049,407,799

11,049,407,799

4

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 786,663,339 786,663,339

(2) 183,125,202

(3)

イ 賞 与 引 当 金 8,501,000

ロ 法定福利費引当金 1,694,000

10,195,000

(4) 200,000

980,183,541

5

(1) 35,990,416,825

△ 6,098,613,423

29,891,803,402

41,921,394,742

6

(1) 7,479,481,763

(2) 1,604,015,498

(3) 191,221,119

9,274,718,380

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 22,984,034

ロ 他 会 計 補 助 金 14,464,710

37,448,744

(2)

イ 当年度未処分利益剰余金 547,820,448 547,820,448

585,269,192

9,859,987,572

51,781,382,314

企 業 債

未 払 金

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負 債 合 計

資　本　の　部

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

組 入 資 本 金

繰 入 資 本 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金

固 有 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金
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 （単位：円）

1

(1)

イ 土 地 37,448,744

ロ 構 築 物 58,063,056,870

構築物減価償却累計額 △ 12,049,870,151 46,013,186,719

ハ 機 械 及 び 装 置 56,820,576
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額 △ 15,797,545 41,023,031

ニ 車 両 及 び 運 搬 具 3,993,043
車 両 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,694,546 1,298,497

ホ 工具、器具及び備品 5,500,385
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,112,744 4,387,641

46,097,344,632

(2)

イ 施 設 利 用 権 3,646,773,513

ロ その他無形固定資産 54,529,838

3,701,303,351

(3)

イ 長 期 貸 付 金 1,000,000

ロ 預 託 金 521,980

1,521,980

49,800,169,963

2

(1) 575,893,566

(2) 366,442,423

△ 696,000 365,746,423

(3) 200,000

941,839,989

50,742,009,952

令和７年度新座市公共下水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 資 産

投資その他資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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3

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 10,983,208,890 10,983,208,890

10,983,208,890

4

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 776,598,909 776,598,909

(2) 211,313,005

(3)

イ 賞 与 引 当 金 8,927,000

ロ 法定福利費引当金 1,737,000

10,664,000

(4) 200,000

998,775,914

5

(1) 36,058,670,405

△ 7,297,148,423

28,761,521,982

40,743,506,786

6

(1) 7,479,481,763

(2) 1,929,363,404

(3) 221,684,119

9,630,529,286

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 22,984,034

ロ 他 会 計 補 助 金 14,464,710

37,448,744

(2)

イ 当年度未処分利益剰余金 330,525,136 330,525,136

367,973,880

9,998,503,166

50,742,009,952

企 業 債

未 払 金

引 当 金

組 入 資 本 金

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

   ⑴ 有形固定資産 

    ア 減価償却の方法    定額法による。 

    イ 主な耐用年数 

      構築物         ５０年 

      機械及び装置      ９年から２０年まで 

      車両及び運搬具     ４年 

      工具、器具及び備品   ４年から５年まで 

   ⑵ 無形固定資産 

ア 減価償却の方法    定額法による。 

イ 主な耐用年数 

   施設利用権       ４５年 

   その他無形固定資産   ５年から５０年まで 

  ２ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

職員の退職手当については、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例に

規定する一般負担金以外の費用は一般会計がその全部を負担することと

なっているため、退職給付引当金は計上していない。 

⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当並びに期末手当及び勤勉手当に係る法定

福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当

年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上してい

る。 

⑶ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能

見込額を計上している。 

  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式による。 

  

 Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

  企業債の償還に係る他会計の負担  
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   貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起

算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担する

と見込まれる額は、令和６年度６，２５１，５２９，２７３円、令和７年

度６，３１１，５５５，１７９円である。 

 

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産 

   リース会計に係る特例措置 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

 

 Ⅳ．その他 

   引当金の取崩し 

   １ 賞与引当金及び法定福利費引当金 

     令和６年度において、期末手当及び勤勉手当並びに期末手当及び勤勉

手当に係る法定福利費の支出に充当するため賞与引当金及び法定福利費

引当金９，７２０，０００円を取り崩すことを予定している。 

     令和７年度において、期末手当及び勤勉手当並びに期末手当及び勤勉

手当に係る法定福利費の支出に充当するため賞与引当金及び法定福利費

引当金１０，１９５，０００円を取り崩すことを予定している。 

２ 貸倒引当金 

     令和６年度において、債権の不納欠損に充当するため貸倒引当金

１，００５，６６５円を取り崩すことを予定している。 

     令和７年度において、債権の不納欠損に充当するため貸倒引当金

７３３，０００円を取り崩すことを予定している。 

 



款 項 目 節 予 定 額

1 3,575,682

1 2,369,470

1 下 水 道 使 用 料 1,533,359

下 水 道 使 用 料 1,533,359 下水道使用料 1,533,359

2 他 会 計 負 担 金 832,986

汚水一般会計負担金 28,691 汚水一般会計負担金 28,691

雨 水 処 理 負 担 金 804,295 雨水処理負担金 804,295

3 そ の 他 営 業 収 益 3,125

手 数 料 3,125 工事店指定事務手数料 2,870

責任技術者登録事務手数料 255

2 1,206,211

1 受取利息及び配当金 1,415

預 金 利 息 1,415 預金利息 1,415

2 他 会 計 負 担 金 6,201

汚水一般会計負担金 6,201 汚水一般会計負担金 6,201

3 長 期 前 受 金 戻 入 1,198,535

長 期 前 受 金 戻 入 1,198,535 長期前受金戻入 1,198,535

4 雑 収 益 60

行 政 財 産 使 用 料 5 行政財産使用料 5

そ の 他 雑 収 益 55 その他雑収益 55

3 1

1 過 年 度 損 益 修 正 益 1

過 年 度 損 益 修 正 益 1 過年度損益修正益 1

令和７年度新座市公共下水道事業会計予算実施計画明細書

（単位：千円）

収益的収入及び支出

収　　　入

説　　　　　明

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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款 項 目 節 予 定 額

1 3,460,245

1 3,260,574

1 汚 水 管 渠 費 128,582

材 料 費 38,822 工事材料費 38,822

動 力 費 1,010 動力費 1,010

修 繕 費 55,521 施設修繕費 55,521

委 託 料 30,772 清掃等委託料 16,037

マンホールポンプ保守委託料 2,354

水門施設保守点検委託料 829

既設下水道施設調査委託料 5,000

水質検査委託料 6,552

使 用 料 及 び 賃 借 料 389 水位監視システム使用料 344

土地賃借料 45

負 担 金 2,068 朝霞市下水道利用負担金 429

荒川右岸流域下水道連絡協議会負担金 5

待機業務負担金 1,634

2 雨 水 管 渠 費 125,710

材 料 費 6,421 工事材料費 6,421

動 力 費 113 動力費 113

修 繕 費 18,480 施設修繕費 18,480

委 託 料 15,560 清掃等委託料 12,514

マンホールポンプ保守委託料 672

水門施設保守点検委託料 374

既設下水道施設調査委託料 2,000

使 用 料 及 び 賃 借 料 443 水位監視システム使用料 189

土地賃借料 254

負 担 金 84,693 館第一排水ポンプ場維持管理負担金 80,163

田子山排水機場等維持管理負担金 4,530

3 水 洗 化 普 及 費 113

融 資 利 子 補 給 金 13 水洗便所改造資金融資利子補給金 13

補 償 費 100 水洗便所改造資金融資損失補償金 100

4 業 務 費 106,322

委 託 料 106,322 下水道使用料徴収委託料 106,322

支　　　出

説　　　　　明

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用
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款 項 目 節 予 定 額

5 総 係 費 87,439

給 料 34,076 職員給料９人 34,076

手 当 等 20,402 管理職手当 1,140

扶養手当 78

地域手当 3,530

住居手当 1,284

通勤手当 540

特殊勤務手当 21

超過勤務手当 1,053

管理職員特別勤務手当 18

期末手当 5,184

勤勉手当 4,358

会計年度任用職員期末手当 1,737

会計年度任用職員勤勉手当 1,459

賞 与 引 当 金 繰 入 額 5,078 賞与引当金繰入額 5,078

法 定 福 利 費 10,352 職員共済組合負担金 10,124

職員共済組合事務費 130

地方公務員災害補償基金負担金 98

法定福利費引当金繰入額 986 法定福利費引当金繰入額 986

報 酬 8,420 会計年度任用職員報酬 8,420

旅 費 210 費用弁償 158

一般職旅費 52

備 消 品 費 400 備消品費 400

図 書 購 読 料 113 図書購入費 113

被 服 費 45 被服費 45

燃 料 費 199 自動車燃料費 199

修 繕 費 133 備品等修繕費 50

自動車修繕費 83

通 信 運 搬 費 319 通信費 319

手 数 料 258 残高証明書発行等手数料 3

総合振込取扱手数料 255

委 託 料 545 職員等健康診断委託料 69

公営企業会計システム保守委託料 476

使 用 料 及 び 賃 借 料 5 駐車場使用料 5

説　　　　　明
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款 項 目 節 予 定 額

研 修 費 778 研修費 778

負 担 金 3,931 埼玉県市町村総合事務組合負担金 3,408

日本下水道協会負担金 513

埼玉県下水道協会負担金 10

保 険 料 493 自動車損害共済保険料 30

下水道施設賠償責任保険料 454

貨紙幣類運送等保険料 9

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 696 貸倒引当金繰入額 696

6 流域下水道維持管理負担金 674,846

負 担 金 674,846 荒川右岸流域下水道維持管理負担金 674,846

7 減 価 償 却 費 2,137,552

有形固定資産減価償却費 1,959,335 構築物減価償却費 1,953,464

機械及び装置減価償却費 4,359

車両及び運搬具減価償却費 585

工具、器具及び備品減価償却費 927

無形固定資産減価償却費 178,217 施設利用権減価償却費 158,969

その他無形固定資産減価償却費 19,248

8 資 産 減 耗 費 10

固 定 資 産 除 却 費 10 固定資産除却費 10

2 178,671

1 支払利息及び企業債取扱諸費 141,171

企 業 債 利 息 140,971 企業債利息 140,971

一 時 借 入 金 利 息 200 一時借入金利息 200

2 消費税及び地方消費税 37,500

消費税及び地方消費税 37,500 消費税及び地方消費税 37,500

3 1,000

1 過 年 度 損 益 修 正 損 1,000

過 年 度 損 益 修 正 損 1,000 下水道使用料還付金（過年） 1,000

4 20,000

1 予 備 費 20,000

予 備 費 20,000 予備費 20,000

説　　　　　明

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費
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款 項 目 節 予 定 額

1 787,033

1 682,200

1 企 業 債 682,200

下 水 道 事 業 債 682,200 公共下水道事業債 488,600

流域下水道事業債 193,600

2 67,500

1 国 庫 補 助 金 67,500

国 庫 補 助 金 67,500 国庫補助金 67,500

3 30,463

1 他 会 計 出 資 金 30,463

一 般 会 計 出 資 金 30,463 流域臨時措置元金分出資金 30,424

臨時財政特例債元金分出資金 39

4 6,749

1 受 益 者 負 担 金 6,749

受 益 者 負 担 金 6,749 受益者負担金 6,749

5 120

1 分 担 金 120

下 水 道 事 業 分 担 金 120 下水道事業分担金 120

6 1

1 そ の 他 資 本 的 収 入 1

そ の 他 資 本 的 収 入 1 受益者負担金延滞金 1

資本的収入及び支出

収　　　入

説　　　　　明

資 本 的 収 入

企 業 債

補 助 金

出 資 金

負 担 金

分 担 金

そ の 他 資 本 的 収 入
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款 項 目 節 予 定 額

1 2,147,144

1 1,349,980

1 汚 水 管 渠 整 備 費 382,163

委 託 料 92,000 既設下水道施設調査委託料 40,000

設計委託料 42,500

作成委託料 8,000

試掘等調査委託料 1,000

地質調査委託料 500

使 用 料 及 び 賃 借 料 500 土地賃借料 500

補 償 費 2,000 水道管等移設補償費 2,000

工 事 請 負 費 287,663 下水道工事請負費 287,663

2 雨 水 管 渠 整 備 費 487,000

委 託 料 100,000 既設下水道施設調査委託料 15,000

設計委託料 67,500

試掘等調査委託料 15,000

地質調査委託料 2,500

使 用 料 及 び 賃 借 料 500 土地賃借料 500

補 償 費 16,500 水道管等移設補償費 16,500

工 事 請 負 費 370,000 下水道工事請負費 370,000

3 流域下水道建設負担金 193,619

負 担 金 193,619 荒川右岸流域下水道事業建設負担金 193,619

4 雨水排水ポンプ場等整備負担金 184,438

負 担 金 184,438 館第一排水ポンプ場建設負担金 167,070

田子山排水機場等建設負担金 17,368

5 建 設 総 係 費 102,260

給 料 25,694 職員給料７人 25,694

手 当 等 16,429 管理職手当 480

扶養手当 798

地域手当 2,698

住居手当 336

通勤手当 398

特殊勤務手当 63

超過勤務手当 1,951

支　　　出

説　　　　　明

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費
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款 項 目 節 予 定 額

管理職員特別勤務手当 18

期末手当 4,794

勤勉手当 3,933

児童手当 960

賞 与 引 当 金 繰 入 額 3,849 賞与引当金繰入額 3,849

法 定 福 利 費 8,246 職員共済組合負担金 8,122

職員共済組合事務費 70

地方公務員災害補償基金負担金 54

法定福利費引当金繰入額 751 法定福利費引当金繰入額 751

報 酬 34 社会資本整備計画評価委員会報酬 34

旅 費 76 費用弁償 5

一般職旅費 71

備 消 品 費 400 備消品費 400

図 書 購 読 料 168 図書購入費 168

被 服 費 45 被服費 45

燃 料 費 106 自動車燃料費 106

修 繕 費 120 備品等修繕費 20

自動車修繕費 100

通 信 運 搬 費 106 通信費 106

手 数 料 2 車検法定手数料 2

委 託 料 40,930 作成委託料 28,000

職員等健康診断委託料 41

下水道台帳閲覧システム保守更新委託料 10,626

受益者負担金賦課図面管理システム保守委託料 110

受益者負担金システム保守委託料 476

公営企業会計システム改修委託料 1,650

事務機器保守委託料 27

使 用 料 及 び 賃 借 料 1,700 事務機器借上料 1,515

刊行物掲載単価データ利用料 185

研 修 費 995 研修費 995

負 担 金 2,570 埼玉県市町村総合事務組合負担金 2,570

保 険 料 32 自動車損害共済保険料 32

公 課 費 7 自動車重量税 7

6 固 定 資 産 購 入 費 500

説　　　　　明

- 28 -



款 項 目 節 予 定 額

有形固定資産購入費 500 工具、器具及び備品購入費 500

2 786,664

1 企 業 債 償 還 金 786,664

企 業 債 償 還 金 786,664 企業債償還元金 786,664

3 500

1 長 期 貸 付 金 500

貸 付 金 500 水洗便所改造資金貸付金 500

4 10,000

1 予 備 費 10,000

予 備 費 10,000 予備費 10,000

説　　　　　明

予 備 費

企 業 債 償 還 金

長 期 貸 付 金
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